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第１章　プロジェクト形成基礎調査（その１）の概要

1.1　調査の背景、経緯

モンゴル国は中央アジア東部に位置し、その北方をロシアに南方を中国に囲まれた面積約 156

万km2の内陸国で、我が国の約4倍の面積がある。しかしながら気候は大陸性気候で年平均気温

がマイナス1℃であり、厳寒の12月より1月までは、平均マイナス20℃に達する。また、降雨量

は年間200mm～400mm程度であり、6月～9月に集中する。全人口は231万人（1995年）であり、

首都のウランバートル市には全人口の約27％にあたる62万人の人々が生活している。

モンゴル全体の発電設備容量は約877MWであり、電力供給は主として、中央電力系統(CES)、

東部電力系統(EES)及び西部電力系統(WES)の3電力系統により行われている。

ウランバートル市を中心とした中央電力系統の設備容量は788MW(1995年)であり、本件調査対

象のウランバートル第4火力発電所（設備容量540MW)は、ウランバートル市内の電力の約70%、

温熱水の約60%を供給している。

しかしながら、同発電所の設計、製作は旧ソ連による間接燃焼方式を使用したものであり、事

故の多発等により稼働率が低く、停電や暖房用温熱水の温度低下が頻繁に起こる状況にあった。

このため、モンゴル国政府の要請に基づき、我が国は1996年から有償資金協力による同火力発電

所改修計画第1フェーズとして当該発電所のボイラーのうちNo.1～No.4ボイラの燃焼方式転換及

び制御装置の改修・更新並びにボイラーチューブの調達を実施するとともに、1992年から2度に

わたる無償資金協力により、微粉炭供給システム、灰処理システム、排煙処理設備等の改善、温

水供給設備の改修などを実施してきた。

モンゴル国政府は、1998年5月にOECF有償資金協力事業による同火力発電所改修計画第2フ

ェーズとして、ボイラーの燃焼方式転換(No.5～No.8)、制御装置改修(No.5～No.8)、発電機励磁シ

ステムの取替(No.1～No.4)、ボイラーチューブの取替等を要請してきた。

本件はこの改修計画第 2 フェーズに係る実施設計調査(D/D)を JICA 開発調査として実施するも

のである。

1.2　調査の目的

OECF有償資金協力事業として計画されているモンゴル国ウランバートル第4火力発電所改修

計画第 2 フェ ーズに係る 実施設計調 査(D/D)を JICA 開発 調査として 実施するこ とを意図し 、

「モ」側関係機関にそのメリット及びこれに必要と考えられる手順を説明の上、同国側からこれ

に係る要望を導き出すことを目的とした。また、「モ」国側から前向きな反応の得られる場合に

ついての先方要望を確認するとともに、調査実施環境等の確認を行うことを目的とした。

1.3　団員構成

団長/総括：高田　裕彦　鉱工業開発調査部計画課課長代理

調査企画 ：山下　浩二　鉱工業開発調査部資源開発調査課

（5月27日～5月28日はOECF業務第2部業務第1課長：林薫、同課：工藤晃大職員と同行）
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1.4　調査日程

　　　

月日 曜日 行　　　　程 調　査　内　容

5/26 水 ・羽田空港→関西空港→ウランバートル ・移動

5/27 木 ・ 大蔵省（対外関係省、インフラ開発省、

 　エネルギー庁、第4火力発電所同席）

 ・表敬、調査方針説明

 ・連係D/D実施に係る協議

 5/28  金 ・ 大蔵省（対外関係省、インフラ開発省、

 　エネルギー庁、第4火力発電所同席）

 ・連係D/D実施に係る協議

 5/29  土   ・追加情報確認

 5/30  日   ・資料整理

 5/31  月 ・ 対外関係省

・ JICA事務所

・ 日本大使館

・ D/D 調 査内 容に 係る 協

議

・ 協議内容 確認、M/M に

日本側及びWitness署名

・ 調査結果報告

6/1 火 ・第4火力発電所、対外関係省 ・現場確認、M/M受領

6/2 水 ・ウランバートル→関西空港→羽田空港 ・移動

（5月27日～5月28日はOECFと同行）

1.5　主要面談者

江川敬三：JICAモンゴル事務所　参事

的場聡司：在モンゴル国日本大使館　二等書記官

R. BUD              : Director General, Monitoring and Evaluation Department,

　　　　　　　　　　  Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend            : Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                      Minis t ry  of  Externa l  Rela t ions

J. Battsengel           : Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy, Ministry of Finance

Sukhen Bor            : Deputy Director for Repair works,

             　        Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

1.6　協議概要

（１） JICAによるD/D実施に関する先方意向の確認

 「モ」側に対して、JICAによるD/D実施のメリットを説明。

 これに対しモンゴル側は、第1フェーズでは一連の作業として実施したD/Dを、第2フェー

ズでは JICA が D/D だけを分離して実施することについて、借款条件の緩和につながることか

ら歓迎したいとの意向を示した。しかしながら 、モンゴル側としては当初意図していなかっ た
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話でありその経緯及び実施方法について詳細を承知したいとした。具体的には、JICA で D/D

を行った場合、コンサルタントの契約主体が JICA となることから、M/M（案）で提示してい

た「瑕疵担保責任がモンゴル側にあること」に ついては理解困難であり、モンゴル側として 責

任を負える形として欲しいとの意見があった。

 JICA 調査団は本制度が昨年から出来たこと及び鉱工業分野で最初の案件であることを説明。

更に瑕疵担保責任についても、OECF のガイドラインに沿って調査を行うこと及びモンゴル側

と逐次相談しながら調査を進めて行き、DF/R の段階でモンゴル側承認を得るので特に問題 が

発生する可能性は無いことを説明した。

 しかしながら、モンゴル側はD/Dを実施したコンサルタントへスパーバイズも委託する意向

が強く、実質的にはスパーバイズするコンサルタントはD/Dを実施するコンサルタント選定時

に決定すると主張し、D/Dのコンサルタント選定にモンゴル側を参加させるか、瑕疵担保責任

の記載を削除して欲しい旨強い要請があった。

 （OECF から OECF としても意図することこではないが、連携 D/D に合意出来ないこととな

った場合は予備費で対応することし、JICA との D/D 実施に関する交渉は継続して欲しいとの

提案があった。この結果、当初金額からD/D分を除いてモンゴル側の合意を取り付けた。）

 JICA調査団は引き続きモンゴル側と協議を行い、詳細については次回調査時に確認すること

とし、連携D/D実施に向けて双方で更に議論を重ねることとした。

 

（２） D/D調査の実施手順及び実施スケジュール案の確認

 S/W素案の調査スケジュールを提示したところ、調査開始時期の質問があったため、10月下

旬頃を予定している旨を回答した。なお、それ 以外のコメントはモンゴル側から特には無か っ

たが、モンゴル側と十分協議しながら調査を進 めて行く必要があり、また、瑕疵担保責任に 関

する口上書交換に関してコンサルタント選定の 方法についてモンゴル側の意向を反映したも の

とする様、次回調査時に詳細については協議することとした。

 

（３） D/D調査内容、調査範囲案の確認

 JICA での D/D 実施のメリットとして技術協力と資金協力の円滑な連携が図られるとの側面

を強調する観点から、今般の調査内容について 円借款による改修事業の入札関係書類の作成 を

業務の中心としつつも、発電所全体の施設維持 管理計画に関する提言を加えることなどを提 案

した。

 しかし、D/D の内容について JICA 側は OECF 調達ガイドラインに沿って入札に使用できる

標準仕様による入札書類を作成すること、即ち 適正な入札実施のためには、メーカーが特定 し

た後でなければ作成できない機器の詳細図面・ 仕様（詳細な機器構造図・製作図面等）まで は

D/Dの段階では決定出来ないと理解していたが、モンゴル側はD/Dは詳細設計と言う意味で、

JICA側の説明ではD/Dでは無いとの議論となった。

 具体的な調査内容及び調査範囲の確認には専 門的知識も必要とすることでもあり、次回調 査

時に決定することとした。
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（４） 先方電力事業運営に関する背景状況確認

現在のところ第 4 火力発電所の民営化計画は無なく、今後民営化の計画がなされた場合は事

前に OECF へ連絡することを本調査団に先立って OECF が確認した。（JICA 開調においても

S/Wにおいて、事情の変化が生じた場合には日･「モ」間で協議することを定めている。）

従って、JICAとしても特に本件調査を妨げる要因はないと判断した。
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1.8　面談記録

1999年5月27日9時30分～　大蔵省

Rentsen Sundui: MOID,総合政策計画副局長

Jamsranjav Battsengel: MOF,資金部借款担当主任事務官

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

林　　薫: OECF, 業務第2部業務第1課長

工藤晃大: OECF, 業務第2部業務第1課

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

　OECF として今回のミッションで合意したい点について OECF からモンゴル側へ説明を行った。主

な内容は以下のとおりである。

（１） 今回の審査ミッションの確認事項について

 昨年12月のミッションの結果を基本的には再確認することとする。

（２） 第4火力発電所の民営化問題について

 現在のところ第 4 火力発電所の民営化は無いことを確認。ただし、もし民営化が計画される

ようなら前もってOECFに連絡することを確認。

（３） 本件をJICAとOECFの連係でD/Dを実施することによる修正事項について

 借款金額についてはJICAが実施する部分を抜く。具体的には、人月数の減少、その航空代・

諸経費の減少、その間のモンゴル滞在費の減少等である。

（４） その他

今後の OECF のスケジュールとして 6 月にプレッジ、8 月に L/A となり工事終了が 2004 年

12月に変更となることの説明（当初計画では3月プレッジを予定していたことから完了は2004

年9月を予定）を行うとともに、インフラ開発省の組織等についての質問をOECFが行った。

1999年5月27日14時30分～　大蔵省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia

Jamsranjav Battsengel: MOF,資金部借款担当主任事務官

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant



12

林　　薫: OECF, 業務第2部業務第1課長

工藤晃大: OECF, 業務第2部業務第1課

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

　JICAからモンゴル側へD/Dについて説明を行った。主な内容は以下のとおりである。

（１） 背景説明

 日本には OECF と JICA の 2 つの ODA がある。OECF は借款、JICA は技術協力をしており、

これ らが 協力 しな が ら連 係し てい く こと が日 本と して も 求め られ てい る 。そ の一 環と し て

OECFが前向きに検討している第４火力発電所についてJICAがD/Dを実施することを提案し、

今回のミッションでモンゴル側意向を確認した いとの背景を説明。また、連携のメリットと し

ては、①JICAが無償ですることで多少とも借款が少なくなること、②コンサルタント選定手続

きを JICA がすることで結果としてスピーディに出来ること、③ JICA は技術協力を実施する機

関であるため、第４火力発電所にも専門家を派 遣しているように多用な協力を実施できる。 従

って長期的な第４火力発電所のマネイジメントへの協力が出来ると考えていることを説明。

（２） D/D調査の内容

 D/Dの一番大きな目的はテンダードキュメントを作成するこであり、それに加えて長期的な

維持管理計画を作成すること、例えばタービン の余寿命診断、環境対策検討及び消耗品の調 達

計画等が出来れば専門家の派遣と併せて、より 良い協力が出来る。また、予めそのような計 画

をすれば日本側としても今後計画的によりスムーズに協力が行えると考えていることを説明。

 モンゴル側は今回のD/Dで詳細な設計及び仕様を決定した場合、特定のメーカーしか入札に

参入出来なくなり、金額の上昇、保証問題及び入札に関して問題が起こるのでは無いかと質問。

これについては、標準仕様でかなり詰まった仕様になると考えられるが、OECF の調達ガイド

ラインに沿って作成することになり入札には支 障は無いと考える。また、スーパーバイズす る

コンサルタントとメーカーで仕様の修正を行っ ていくとと思うが、他と比べれば効率良く実 施

できると考える。金額については OECF のプレッジ金額が上限額でありその中で出来る仕様に

なるようにモンゴル側と相談しながら進めていきたいと考えている等の旨を説明。

（３） モンゴル側の意向の確認

 モンゴル側がJICAからの協力を受けるかどうか今回のミッションで確認したい旨を説明。確

認方法については対外関係省をサイナーとしてM/Mを締結する。通常ならD/Dの要請を頂く

べきであるが、本件については OECF への円借要請が現に行われているという特殊事情があり、

日本側の提案に対しモンゴル側の意向を確認 することで本件 D/D の実施検討を進めたいと 考

えていることを説明。

（４） コンサルタント選定

モンゴル側からコンサルタント選定について質問。これについては、JICA が D/D のコンサ

ルタントを選定して入札関係書類を作成する。 次に、モンゴル側が選定するスーパーバイズ の



13

コンサルタントへバトンタッチする。このスー パーバイズのコンサルタントが入札以降の支 援

業務を行うが、モンゴル側が希望すればD/Dのコンサルタントと随意契約をすることによって

同じにすることが出来る旨を説明。

モンゴル側は第 4 火力発電所が特殊な発電所であり、工事が遅れないためにも、第１フェー

ズを実施したコンサルタントを第2フェーズに従事出来るかを質問。これについては、JICAに

コンサルタント選定のガイドラインがあり、類 似案件実績及びその調査結果の評価によるこ と

になる。モンゴル側が希望しているということ なら、結果としてそのコンサルタントは高い 評

価を得られ、第2フェーズでも選定される可能性が高くなることを説明。

1999年5月28日10時30分～　大蔵省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia

Jamsranjav Battsengel: MOF,資金部借款担当主任事務官

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

R.Bud: Director General, Monitoring and Evaluation Department,

       Ministry of Infrastructure Development

Ts.Bagorbaatar: 第4火力発電所長

林　　薫: OECF, 業務第2部業務第1課長

工藤晃大: OECF, 業務第2部業務第1課

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

　連係D/Dについてモンゴル側と協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

（１） 瑕疵担保責任等について

瑕疵担保責任に関してモンゴル側から、この 案件は借款であるのでお互いに責任を取るよ う

な項目を M/M に入れられないか、また、フェーズ 1 の時は機器を調達した会社が設計を行っ

ており、安定して調達ができた。これをフェーズ2でも出来ないか等の質問があった。

これに対して、D/D をやったコンサルタントは D/D の責任を、スパービジョンをやったコ

ンサルタントはスパービジョンの責任を取る。スパービジョンをやったコンサルタントはD/D

の結果をそこにあるものとしてそれを義務として受け入れるので、責任問題は発生しない。D/D

をやったところがスーパービジョンをすることがベストなのでそれは OECF としても考慮する

とのこと。また、D/Dの設計の責任は無償でもグラントでもドナー側は責任を負わない、資金

を出した側が責任を問われることは無いと言うのが国際的な常識である。D/Dをする過程にお

いてモンゴル側の意見を受けながら最終的に出てきたものは OECF とも相談しながら作ってい



14

くことになり実際に問題なく進むと考えている旨を説明した。

モンゴル側はM/Mの文書中3(2)の瑕疵担保責任の内容について、D/D実施コンサルタント

と契約するJICAは責任を取らないで、設計に係わらないモンゴル側が責任を取ると言うのは理

解出来無いと主張した。

これに対して、設計過程で逐次相談し、モン ゴル側の意見を入れながら進め、設計結果に つ

いてはD/Fで説明しコメントがあればこれを入れて最終的に結果を出す。つまり、日本側が行

った結果をモンゴル側が受け入れて、最終的にはモンゴル側の責任となることを説明した。

モンゴル側は、第1期と同じにしたらどうかを提案してきた。

これに対して OECF から以下のコメントがあった。モンゴル側が前回と同様に D/D を借款

の中で行うことを希望するのであれば、本事業 実施自体考え直さなければならない。我々は 借

款金額が少なくなればと言うことでこの制度を 作った。我々は責任問題も含めて国内で考え て

特に問題無いと言うことで日本政府とも相談している。OECFは明日帰るがJICAと良く議論し

て欲しい。その結果CGでコミット出来るかははっきり判らない。もし不幸に連係D/Dをモン

ゴル側が受け入れないと言うことなら今後のこ とも考えなければならない。スパービジョン の

コンサルはD/Dの結果を受け入れて仕事をすることになる。従って、最初のコンサルと2番目

のコンサルの責任が生じることは無い。日本側 が雇ったコンサルタントについてモンゴル側 が

コンサルタントにどんどん言っていけば良い。借款でやってもD/Dをモンゴル側が受け入れな

ければ前に進まない。契約外のことは個々のコ ンサルタントが責任を負うことになると説明 し

た。また、設計の責任はJICAとコンサルタントの契約で行うが設計上の問題を追求出来ないか

と言うことは別の問題であり、モンゴル側が受 け入れない及び明らかなミスがある場合はコ ン

サルタントは責任を免れないと考えている旨を説明した。

モンゴル側から、責任問題だけで無く、もし JICA が D/D を実施し、調査結果内容に調整す

る事項があった場合、お互いの主張の受入れの 交渉に、時間が必要である。本件は遅延しな い

ようにしなければならない。本件の総額は大きい金額で、それに比べればD/D分は少額であり

それを考慮しながら話を進めて行きたい旨の説明があった。

JICA としては当然、モンゴル側の意向を取り入れるように契約するし、S/W でも JICA とモ

ンゴル側に問題が起きた場合は相談するように 定められる旨説明した。そう言う形で進めれ ば

実質的にはモンゴル側が直接的に契約している のと変わらないこととなると考えられる。我 々

の目的はモンゴル側と日本の友好関係を築くこ と、モンゴルの経済発展がもたらされること に

あり、その目的に反することは一切するつもりは無い旨を説明。

モンゴル側から、今回のD/Dが何故JICAで実施する方向となったか、また連係D/Dをした

コンサルが責任を受けない理由を理解出来ない旨を質問

これに対し、日本側からD/D実施提案が急となったのは、今までこの制度が無かったからで、

援助の質を高めるために ODA の機関が連携することが求められるなかでこうした方法が考 え

られた旨説明。制度が昨年度からはじまり、鉱 工業分野では、これが最初の取り組みで、円 借

款要請が出た後この制度が出来たのでモンゴル 側として突然と思われるかもしれないが理解 願

いたい旨を説明した。
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また、コンサルタントの責任に関し、コンサ ルタントは業務の内容に問題があれば責任は 免

れない旨説明。コンサルタントは調査の中でモ ンゴル側と協議して進めなければならずそれ を

無視して問題が起こった場合JICAはコンサルタントへお金を支払わない。また、JICAのODA

事業は日本側とモンゴル側の良好な関係を作る ことで、利益を追求している訳では無い。日 本

としてもモンゴル側に不利益な結果を出したら コンサルタントも日本側も社会的批判を免れ な

いところであり、JICAはコンサルタントの業務内容を厳しくチェックしている。JICA事業は被

援助国との協同事 業でありモンゴル 側 C/P と一緒に進め ると言うことが前 提になっている 。

S/W でも Study Organization を作るようになっており、Study Team の相談相手となるよう

に考えている。手続きの実際細かいことは 6 月に相談させてもらえば良いと考えている旨を説

明した。

OECFからモンゴル側からD/D分の金額は小さいとの発言があったが、日本側としては大き

いお金と考えている。債務は大変な問題であり、この中でD/D分の金額を減らすステップを採

ったことは大きなことであり、我々もJICAと協議しながら協力して少しでも安くすることにし

たいので理解願いたい旨を説明。

また、モンゴル側は、新しい仕組みなので失 敗が起きてコストが高くなることを心配して る

とのこと、D/D では無く、運営計画、研修、将来計画などを JICA が実施してほしいとの発言

等があった。

（２）調査内容について

モンゴル側から、事業実施の過程においてD/Dの報告書を提出するが受けっとたスパーバイ

ザーが変更する権限を持っているかとの質問があった。

これに対して、落札した業者が細部はモディ ファイしなければならならず、予めそれは予 想

していること及び入札前の設計では設計しきれ ない部分があることを説明した。つまり、制 御

装置のプログラムとかミル装置の詳細図などブ ラックボックスとなっているものが当然含ま れ

ており、このブラックボックスの中は設計出来 無い。そこは機能を設計することで中身に起 き

かえることになり、入札前のブッラクボックス は入札後のメーカーの設計になる。だから入 札

後にスーパーバイズの設計が必要だが、機能が 変わるわけではない。入札の段階では特殊な 仕

様では無く標準仕様で行って、落札後にそのメ ーカーの特徴によって細部の設計を行ってい く

ことになることを予定している旨を説明した。

モンゴル側は D/D は個々の機器の製作図面を 含む詳細設計の意味でありすべてを考えて い

た旨の説明があり、本件は基本設計調査と呼ぶべきだとの発言等があった。

1999年5月28日15時～　大蔵省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia
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Jamsranjav Battsengel: MOF,資金部借款担当主任事務官

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

Ts.Bagorbaatar: 第4火力発電所長

林　　薫: OECF, 業務第2部業務第1課長

工藤晃大: OECF, 業務第2部業務第1課

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

　連係 D/D についてモンゴル側へ説明を行い、OECF は審査ミッションの M/M に署名を行った。主

な内容は以下のとおりである。

（１） 連係D/Dについて

モンゴル側から D/D を実施するコンサルタン ト選定作業にモンゴル側が参加したいと提 案

があった。

日本側は、モンゴル側が直接選定作業に加わ ることは出来ないが、モンゴル側からリクエ ス

トがあれば、それを尊重したい旨を説明した。モンゴル側は、D/Dと同じコンサルタントがス

ーパーバイズを行う可能性が高く、モンゴル側として事業に責任を持つのであれば、JICAの選

定に参加したいとのことであった。

（２）OECFの協議結果

モンゴル側は、JICAとの話がはっきりしないと、OECFの金額を減らして決めるので、OECF

ともサインできないと主張した。

OECFとしては、6月のプレッジを諦めればいくらでも議論出来るが、6月にプレッジして早

く立ち上げたいことはモンゴル側と同じ認識と 認識している。しかし、もし、不幸にして連 係

D/Dが実施できないとしても予備費があり、いざとなればそれで対応することとし、OECFの

M/Mの締結は終了した。

1999年5月31日10時30分～　対外関係省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課
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Natsagiin Tserendorj: 通訳

　M/M(案)の修正案についてモンゴル側と協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

前回までの協議を踏まえて、日本側からモンゴル側へ M/M(案)の修正案「① D/D の具体的な対

象機材及びデザインレベルは 6 月の事前調査時に確認すること。②調査結果のモンゴル側承認後の

JICA 側の免責の記述は残したが、モンゴル側の責任の条項を削除。③コンサルタント選定について

モンゴル側のリクエストを追加し 、事前調査団派遣以前にモンゴ ル側へ回答を示し、事前調査時 に

内容を確認すること。」について説明を行い同意を求めた。

モンゴル側から、D/D 調査の予算は OECF で削った金額を JICA へ流用しているのではないかと

の質問があった。これに対しOECFとJICAの予算は全く別であり、JICAで実施するD/D予算はJICA

独自のものであることを説明した。

モンゴル側からD/Dで作成された書類をそのまま入札に使用しなければならないならAgree出来

ない旨の発言があった。これに対 し、調査結果はモンゴル側の承 認を受けることになっており問 題

の無い旨を説明。

また、モンゴル側から、サフロフを２回もし、第１フェーズの実績もあり、JICA の専門家も派遣

されており、十分に書類があるのにまだ JICA が調査をするのかとの旨の発言及び D/D を実施する

コンサルタント選定にモンゴル側 が承認しなければ契約しないと 言う条項を追加等の要請等があ っ

た。

1999年5月31日15時～　対外関係省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair Works,

　　　      Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

Jamsranjav Battsengel: MOF,資金部借款担当主任事務官

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

M/M（案）についてモンゴル側と協議を行い、、M/M に日本側及び「モ」側 Witness の署名を行

った。主な内容は以下のとおり。

日本側から M/M（案）の修正案「調査 Progress 及び調査結果は日本側と同様にモンゴル側の確認

を求めること及び入札書類はモンゴル側のAuthorizationを確認すること」を追加したことを説明し、
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同意を求めた。

モンゴル側は懸案事項（責任問題 とコンサルタント選定等）につ いてクリアーにならなければ、 モ

ンゴル側として本件D/DをJICAが実施することの要請についてAgree出来ない旨を主張した。

協議を重ねた結果、「調査結果の 責任、コンサルタントの選定方 式及び設計範囲・程度は事前調 査

団と更に議論を重ねる。」こととし、合意を得た。M/Mの署名についてはモンゴル側サイナーが不在

のため、日本側及びWitnessが署名を行い、M/Mをモンゴル側へ預けた。

1999年5月31日19時30分～　日本大使館

的場聡司: Second Secretary, Economic Cooperation Sec., Embassy of Japan

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

モンゴル側との協議内容を説明し、今後の支援を依頼した。

1999年5月31日20時30分～　JICA事務所

江川敬三:モンゴル事務所　参事

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

モンゴル側との協議内容を説明し、今後の支援を依頼した。

1999年6月1日10時30分～　第４火力発電所

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, Fourth Thermal Power Plant

橋本　勝: JICA Expert for Electric Supply System, UB Thermal Power Station No.4

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理

山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

第４火力発電所を視察。当設備はかなり劣化しており、旧設備と新設備が複雑に混在していた。

制御室以外の設備はアッシュの溜まった環境に設置されており、ボイラー本体の亀裂個所から炎

が見えるところもあった。専門家によると旧設備の図面（例えば電気関係図面）とかはほとんど

無いとのことであったため、第１フェーズの電機メーカは旧設備のチェックを含めてかなり苦労

したとのことであった。また、専門家に今後の調査への協力を依頼した。

1999年6月1日13時～　対外関係省

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                          Ministry of External Relations of Mongolia

高田裕彦: JICA, 鉱工業開発調査部計画課長代理
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山下浩二: JICA, 鉱工業開発調査部資源開発調査課

Natsagiin Tserendorj: 通訳

モンゴル側のサイナーが署名したM/Mを受領した。なお、モンゴル側担当者は本件の協議内容を大

臣出席の会議で説明するとのことであった。



　

第２章　プロジェクト形成基礎調査（その２）の概要
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第２章　プロジェクト形成基礎調査（その２）の概要

2.1　調査背景、経緯

　　　1.1　参照

2.2　調査の目的

OECF有償資金協力として6月下旬(21日～22日　於CG会合)にプレッジ予定となっているウ

ランバートル第 4 火力発電所改修計画(フェーズ 2)の D/D 工程について、JICA 連携 D/D として

実施することを企図し、プロジェクト形成調査を実施した。

本件に関するプロジェクト形成基礎調査については、5月26日から6月2日に調査団を現地に

派遣し、JICA による連携 D/D 実施の案をモンゴル側に説明を行ったが、最終的にモンゴル側の

同意を得るに至らず、継続して協議を行うこととなった。今回のプロジェクト形成基礎調査(2)で

は、モンゴル側の意向を考慮したうえ、日本側で対応可能な措置について説明し、本件連携D/D

の今後の取り進め方につき再度協議を行うことを目的とした。

2.3　団員構成

(1) （総括　三平　圭祐　JICA鉱工業開発調査部長）

(2) 顧問　細矢佑二　通商産業省通商政策局経済協力部技術協力課人材養成企画官

(3) 協力計画　高田裕彦　JICA鉱工業開発調査部計画課課長代理

(4) ﾎﾞｲﾗｰ・機械設備　秋山久　元JICA派遣専門家(ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ第4火力発電所)

(5) 調査企画　山下浩二　JICA鉱工業開発調査部資源開発調査課

(6) 通訳　半田敏幸　(財)日本国際協力センター

(OECF 業務第 2 部業務第 1 課三竹課長代理(6 月 24 日)が協議に参加。三平部長については

同時期に行わ れる再生可能 エネルギー利 用地方電力 供給計画にお ける発電施設 点灯式への 出

席を主たる業務とするが、同用務のため地方出張を行う期間を除き本件調査団の現地業務につ

いても総括指揮を執った。)

2.4　調査日程

6月23日(水)　羽田→関西空港→ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ

　　24日(木)　JICA事務所調査方針打ち合わせ、日本大使館表敬

　　25日(金)　インフラ開発省、対外関係省、大蔵省表敬

　　26日(土)　資料整理(三平部長:羽田→関西空港→ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ)

　　27日(日)　団内打合せ

　　28日(月)　午前：関係機関合同協議(午後:三平部長は点灯式のためｻｲﾄへ)

　　　　　　　　　 午後：第4火力発電所視察、協議

　　　　29日(火)　協議

　　30日(水)　協議

  7月 1日(木)　 協議(三平部長：点灯式ｻｲﾄ→ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ)

　　　 2日(金)　M/M署名、JICA事務所・大使館報告



22

　　 3日(土)　ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ→関西空港→羽田

2.5　主要面談者

四釜嘉総：JICAモンゴル事務所　所長

江川敬三： 　　　同上　　　　　参事

的場聡司：在モンゴル国日本大使館　二等書記官

藤本　洋：　　　　　同上　　　　　三等書記官

Tserendash DAMIRAN   : State Secretary, Ministry of Infrastructure Development

R. BUD               : Director General, Monitoring and Evaluation Department,

　　　　              Ministry of Infrastructure Development

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

　　　　　　Integrated Policy & Strategic Planning Department, Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend             : Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan : Foreign Trade and Economic Cooperation

                       Department,  Ministry of External Relations

J. Battsengel            : Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy, Ministry of Finance

Sukhen Bor             : Deputy Director for Repair works,

                      　Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

T.Khishigt             : Project engineer of Operation Department,

                       Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

2.6　協議概要

「モ」側は調査結果の責任に関連して、本格 調査のコンサルタント選定に「モ」側が関与 し

たいとの強い意向があった。しかしながら、JICAの現行制度では認められない旨を説明した。

結果として、調査に支障の無いよう業務指示 の内容に「モ」側の意向を反映すること及び イ

ンセプションレポート作成時にカウンターパー ト研修員として「モ」側実施機関の責任者を 受

け入れる可能性を検討すること等とし、本件連携D/Dを実施することとした。

また、調査名については、本件のよう な施設・装置整備案件において”Detailed Design” の

用語を用いた場合、機材仕様の詳細までを設計 し、仕様を特定するものとして「モ」側政府 内

の誤解を招きかねないとの指摘が「モ」側から なされた。このため、調査名を、ウランバー ト

ル第4火力発電所改修計画実施設計調査(Detailed Design Study on The Rehabilitation Project

of The Fourth Thermal Power Plant in Ulaanbaatar(Phase2))からウランバートル第4火力発

電所改修計画支援開発調査(The JICA Development Study Supporting The Rehabilitation

Project of The Fourth Thermal Power Plant in Ulaanbaatar　(Phase2) by OECF Loan)  と

変更した。

2.7　懸案事項

（1）　本格調査実施にあたり、要請書の取り付け、S/Wの締結及び口上書交換（同口上書において瑕
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疵担保責任についても記載）が必要である。（7 月末までに所要の手続きを完了したいが、出来

る限り早急な対応としたい。）

本格調査開始について、コンサルタント選定契約には、S/W 締結後、通例約 3 ヶ月間を要し

ており、第１次現地調査団派遣は４ヶ月後と想 定される。(例えば、7 月末の手続き完了で、 11

月末または12月からの調査団派遣予定となる。)

従って、要請書の取り付け等の手続きを早急にしなければ、調査開始時期が遅れ、調査の成否

に拘わる。

また、インセプションレポート作成時に「モ」側の参加を予定しているため、カウンターパー

ト研修要望書(A2A3フォーム)の取り付けも早期に必要と考える。

（2）　S/W締結については迅速な対応を必要とすることから、予備調査団または事前調査団の派遣は

省略し、要請書取り付けと同時期に JICA 事務所で対応するこことしたい。（7 月末までに JICA

モンゴル事務所長名で署名することを予定したいが、出来る限り早急な対応としたい。）

（3）　調査の実施時期について、「モ」側から、去る５月下旬のOECF審査ミッションとの間で合意

されたミニッツに記載の実施スケジュール（入札準備スケジュール）に合わせたものとして欲し

い旨要望があった。これに対し、調査団から、現状においても当初日本側で想定したスケジュー

ルより多少の遅れがあり、事業実施に早期に取りかかりたいとする「モ」側希望は理解するも、

上記スケジュールでの調査実施は困難であること、仮に「モ」側が現実に JICA での対応が困難

な点を考慮せず、上記スケジュールによりL/Aの締結を行うとしても、かえって「モ」側への経

済的な負担が生じる懸念があり、「モ」側に配慮を求めたい旨説明した。実施スケジュールにつ

いては、OECFにおいてもL/A締結に向け、実施スケジュール再調整を行われることと思われる

ので、この段階でJICA調査団の派遣との調整を図り、齟齬のないような形としたい。
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2.8　団長所感

第１次(1999 年 5 月 26日～同年 6 月 2日)及び 第２次(1999 年 6 月 23日～同年 7 月 3日)の２度

にわたりプロジェクト形成基礎調査を行い、その実現を図ったウランバートル第４火力発電 所

改修事業（フェーズ２）連携D/D（実施設計）調査はJICA と OECF の連携事業として新たに始

められた連携 D/D 調査のなかで、鉱工業分野（通産省受託事業）として実施を計画された最初

の事業である。このため、プロジェクト形成基礎調査の過程において明らかになった連携 D/D

実施上の留意点について、今後の制度整備を進める上で重要と思われることから、まずその 点

について触れておきたい。

・連携 D/D の実施と協力の質の向上

有償資金協力と技術協力の連携が求められる主旨は、協力の質の向上にある。したがって、

連携 D/D として実施される調査のスコープ、内容についても、この主旨に応じたものとして計

画されるべきであり、有償資金協力による事業の効果が最大限に発揮され、これを通じ当該 分

野の課題解決が促進されるものとなることが必要であると考える。

OECF による有償資金協力では、従来、D/D（実 施設計）工程は、エンジニアリング・サ ー

ビス・ローンあるいはコンサルティング・サービスとして必要な資金を先方政府に貸し付け 、

同経費により先方政府が雇用するコンサルタントが実施にあたってきた。これに対し、今般 企

図された連携 D/D（実施設計）調査では、D/D 工程のコンサルティング・サービスに要する経

費が贈与の援助に置き換えられることから、先方政府の借り入れ負担を軽減できるとのメリ ッ

トがあることは明らかである。これに加え、有償資金協力を利用した D/D では、入札図書の作

成等、本体事業に直接的に関わる内容を調査内容とすることに対し、連携 D/D では、調査経費

を極小化することに囚われず、一定の予算的制約はあるものの協力の必要に応じて調査工程 、

調査計画を策定することが可能である。入札図書の策定等を主たる調査の目的としつつも、 本

体事業の効果を最大限に引き出す観点から、当該施設の維持・管理計画を併せて提言するこ と

も可能であり、その点は、連携 D/D（実施設計）調査の大きなメリットといえよう。

・瑕疵担保責任の免責

また、今回の協議においては、先の第１次プロジェクト形成基礎調査において懸案となって

いた調査結果に対する日本側瑕疵担保責任の免責、調査にあたるコンサルタント選定過程へ の

関与に関するモンゴル側要望の取り扱いの２点に議論が集中することとなった。

本調査団としては、モンゴル側が主張するところの背景となる事情には一定の理解は示しつ

つも、これを困難とする現行制度の主旨を改めて説明するとともに、現行制度の変更が必至 と

なる場合には、その変更に要する時間を考慮すれば、本件調査をJICA において実施し得ないと

の判断をもモンゴル側に示した。

瑕疵担保責任の問題は、本体事業が借款により実施されるものであることから、仮に調査結

果に瑕疵があった際には、先方政府に多大な経済的負担を強いることとなり、先方政府の最 も



25

懸念する点であった。今後、こうした損失を補償しうるよう、保険を活用するなどJICA と D/D

実施コンサルタントとの契約を工夫することが可能か検討することも必要と考える。しかし な

がら技術協力の主旨に鑑みれば、まずこうした問題を起こさないことが重要であり、そのた め

の技術審査体制を JICA 側において確立していくことが必要であろう。

・コンサルタントの選定

また、有償資金協力案件におけるコンサルタント雇用では、D/D 段階を担当したコンサルタ

ントが、業務の継続性から引 き続き施工管理(S/V)を担当する ことが通例となっており、 OECF

でもこれを望ましいとしている。しかしながら連携 D/D においては、D/D 実施コンサルタント

として JICA が選定したコンサルタントが、S/V 段階も担当することとなり、S/V コンサルタン

トとの契約を行う先方政府の選択肢は、実質的には、JICA のコンサルタント選定により限定さ

れることとなる。今回の連携D/D 実施にあたり、JICA におけるコンサルタント選定の過程にモ

ンゴル側が参加したいとする要望については、こうした事情を背景とするものであり、S/V コ

ンサルタントの雇用が借款をリソースとするものであることを考えれば理解しうるところで あ

る。

しかしながら、JICA におけるコンサルタント選定は、公平性、公明性を確保する観点から、

外部の介入を廃し、調査請負を希望する各コンサルタントから提出されたプロポーザルによ り

厳正に選定されるべきとの方針に基づいており、また、OECF DAC の援助に係る汚職防止の議

論でも、被援助国政府の任意の契約相手方選定には慎重を期すべきとの方針が示されている こ

とを考えれば、早急にモンゴル側の要求に応じることは困難である。連携 D/D にふさわしいコ

ンサルタント選定のありかたは、今後、公平性、公明性の確保に十分な配慮を行いつつ改め て

検討される必要があろう。

今回のプロジェクト形成基礎調査においては、モンゴル側のコンサルタント選定への参加要

望に対し、「調査の成功に関し重要な点は、先方の信頼する特定のコンサルタントと契約を 行

うことにあるのではなく、モンゴル側の抱える事情や調査内容に対する意向を的確に理解し 、

調査計画においてこれを適切に実現できるコンサルタントを選定すること、並びに調査の過 程

においてモンゴル側とコンサルタント・チームが連絡を密にし、モンゴル側が納得しうる形 で

調査を進めていくかにあると考える」とのわが方の考えを示し、モンゴル側の了解を得るに 至

った。

・モンゴル側の実施体制

今回の協議は、本件プロジェクトに関係する各機関（大蔵省、対外関係省、インフラ開発省、

エネルギー・オーソリティ、第４火力発電所）列席のもと行われた。これら関係機関は、調 査

開始後プロジェクト・マネー ジメント・ユニット(PMU)として 協調して事業の実施・運営に あ

たることが期待される機関である。しかしながら、協議の席上出された意見は、必ずしも事 前

の調整が行われた上、統一した意見として出されたといえないものも見られた。各機関にお い

てはそれぞれの関心事項、プロジェクトへの具体的な関わりの違いから、連携 D/D 実施につい
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て意見が必ずしも一様でない点は理解するところであるが、内部において意見の調整、とり ま

とめを行うべき強いリーダーシップを発揮する機関の存在が望まれるところである。今後、 プ

ロジェクト実施にあたり主管官庁となるインフラ開発省及び事業実施上の実際の責任を負う 第

４火力発電所のリーダーシップが発揮されることが期待される。

・第４火力発電所の現況

第４火力発電所は、ウランバートル市の電力供給の 70%、温熱水供給の60%をしめる重要施

設であるが、老朽化が目立つところである。また、電力料金の徴収が徹底されていないこと も

あり、定期的な施設の補修、改修についても十分な手当がなされているとは言えない状況に あ

る。

1991 年以降、今期を含め2 期にわたる OECF による有償資金協力（及び２度にわたる無償資

金協力）により、施設更新が図られているが、部分的な改修にとどまっていることも事実で あ

る。発電所は装置産業であり、その施設全体が万全な状態であることが機能発揮の前提である。

そのためには、発電所の施設全体が然るべく維持管理され、適切に運営されていくことが重 要

である。また、有償資金協力による施設改修への投資を有効なものとするためにも、改修の 対

象とならなかった箇所の状態を含め施設が万全なものとなるよう先方政府において努力がな さ

れることが期待される。

今回の連携 D/D において、第２次改修プロジェクトの D/D 段階を実施すべきと考えるのは上

記のような理由による。また、調査のタイトルを、「第２次改修事業を支援する JICA 開発調査」

とした背景には、本件のような施設・機材整備案件において、詳細設計を行うとなると、入 札

において応札しうるメーカーが限定されるとの誤解がモンゴル政府内で生じかねないとのモ ン

ゴル側指摘があったこともさることながら、上述のような思いが込められていることを理解 頂

きたい。
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2.10　面談記録

1999年6月24日10時～　大蔵省(MOF)

J. Battsengel: Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy,

　　　　　　　Ministry of Finance

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田、（佐藤、大束）

　　　：三竹(OECFｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参団)

調査団は大蔵省を表敬し、今回調査の目的等の説明を行った。主な内容は以下のとおりである。

（１） 調査目的等の説明

 主な議論はD/Dの後の責任問題に絞られると思われるが、既に日本側から「モ」側に回答文

書を出しており、それを「モ」側においても良く検討し、28日から本格的な議論を行いたい予

定である旨を調査団から説明した。また、回答内容については、前回の結果を持ち帰って、JICA

において検討したが、「モ」側にとって必ずし も十分な回答ではないかもしれないが、現行 の

制度の中では対応が困難なことも多い。また、 技術協力は、「モ」側が判断する材料を提供 す

ることであり、コンサルタントが作ったものを 無理やり押付けるものではないこと等を説明 し

た。

 MOFからは、前回の協議結果を大蔵大臣、次官に説明したこと。第4火力発電所改修計画の

協議機関で協議をした結果、大蔵省としては、 範囲と期間及びコンサルタント選定に関連す る

システムの問題を良く話し合えば、JICAがD/Dをすることに反対しないという結論であった。

（２） 借款条件

OECF から 22 日時点で MOER に回答をしている円借款の内容の説明があった。その主な内

容は「①借款金額、②利息、③返済期間、④調達条件：一般アンタイド」であり、これはOECF

の案件としては全世界に借款している中で最 も優遇した条件であること及び D/D 分の経費 は

含まれていないとのことであった。また、OECF としては JICA が D/D を実施することについ

て借款額が緩和されることでもあり「モ」側としても十分に考慮して欲しい旨の説明があった。

1999年6月24日11時～　対外関係省(MOER)

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

Lundaa DAVAAJARGL    : Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田、（佐藤、大束）

　　　：三竹(OECFｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参団)

調査団は対外関係省を表敬し、今回調査の目的等の説明を行った。主な内容は以下のとおりである。

　



41

調査団から、前回の協議結果を 持ち帰り日本側で議論した結果 を踏まえつつ、「今まで技術協 力

の中ではどうやればそのプロジェクトが問題無く実施できるかに力を注いできた。本件D/Dについ

ても問題が生じた際の責任をどの ように負うかということよりも 、問題が起こらないように配慮 す

ることに万全を期したい旨」を説明した。

MOER からは、「今回のプロジェクトに JICA が参加することについては MOER では賛成してい

る。但し、良く話し合って行く必要がある。JICA が実施しているプロジェクトはよく知っているが、

今回のD/Dは初めてであり、「モ」側としてもうまく実施していくことに責任を負っている。また、

「モ」国には国家監査委員会があ り全ての借款がチェックされて おり、ローンを受け取って実施 す

る機関も高度な責任を要求されて いる。従って「モ」側がどのよ うに参加するかは書面において 詰

めて行って、確認することが必要 である。また、モンゴルのエネ ルギーセクターに関して日本が 多

大な協力をしている点については、モンゴル国民の間でもよく知られたところであり、第 4 火力改

修についても円借款対象外の部分 での事故であれ日本の責任を云 々される可能性もあることには 配

慮して欲しい。」旨の説明があった。また、調査の継続性から D/D と S/V を同じにして欲しいこ

と、及びOECFの入札には出来るだけ多くの国・企業が参加できるように考えてD/Dを実施して欲

しい旨等の説明があった。

1999年6月24日14時～　インフラ開発省(MOID)

Tserendash DAMIRAN: State Secretary, Ministry of Infrastructure Development

R. BUD : Director General, Monitoring and Evaluation Department,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ministry of Infrastructure Development

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田、（佐藤、大束）

　　　：三竹(OECFｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ参団)

調査団はインフラ開発省を表敬し 、今回調査の目的等の説明を行 った。主な内容は以下のとおり で

ある。

　

コンサルタント選定について、JICA の中で検討した結果、「モ」側が直接コンサルタント選定に

参加することは出来ない旨を説明した。JICA では選定について透明性と公平性に最も配慮しており、

「モ」側でコンサルタント選定に参加したいことは理解しているが第 3 者の参加は制度的に認めら

れない。本件 D/D は技術協力として「モ」側と協同で調査を進めて行き、D/D の中で必要があれ

ば「モ」側からコンサルタントに修正をさせてTender documentを作って行く。良い調査結果が出

るようにお互いに協力したい旨を調査団から説明した。
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また、JICA がコンサルタント選定に配慮している点は類似案件経験及び当該国での業務実績であ

ること等の説明を行った。

「モ」側としては、D/DのコンサルタントとS/Vのコンサルトが違った場合の手戻りが極めて大

きいとの懸念等の説明があった。

なお、OECF から、S/V のコンサルタントは「モ」側の選択により「モ」側が契約（OECF が同

意）することになるが、OECFとしては業務の継続性からD/Dと同一のコンサルタントを選ぶこと

が適当と考えていること並びに本件円借款の条件等の説明があった。

1999年6月25日11時～　JICAモンゴル事務所

四釜嘉総：JICAモンゴル事務所　所長

江川敬三： 　　　同上　　　　　参事

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田、（佐藤、大束）

調査団はJICAモンゴル事務所を表敬し、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおり

である。

　

昨日の関係省庁表敬の結果としては、MOF 及び MOER は責任問題及びコンサルタント選定につ

いてクリアーになることを条件に JICA が D/D を実施することについては賛成であるが、MOID に

ついてはまだハッキリしない感触を得た。また、JICA 本部で調達部と協議した結果、現行制度は公

平性及び透明性確保に力点を置い たものとなっており、第三者が コンサルタント選定に加わるこ と

は出来ないとの結論となった。連携D/Dを実施していく上でこの点に関しては今後考慮していかな

ければならない課題と考えるが、 制度の変更を伴うこととなるこ とから時間が掛かり、当面は現 行

の制度のなかで対応せざるを得ない。今回の調査では「モ」国側の理解を得られない場合は、 D/D

を諦めることも選択肢としてあるが、その場合でも第 4 火力は「モ」国側にとって大変重要な設備

であること及びエネルギーセクターインフラの再整備を JICA では重点としていることを考えれば、

今後の第４火力に対する協力のあり方について今回の調査で見通しをつけていきたいこと等を JICA

事務所へ説明した。

これに対し、JICA 事務所から、「モ」国は日本側から申し入れたことに対しては柔軟な対応をと

る国という認識があるが、それは 無償の場合であって、今回は本 音が出ていると考えが示された 。

本プロジェクトは借款によるものであり、最終的に誰がお金を払うかというと表向きはMOFである

が、実質的には第４火力であって、その第4火力がどう考えるかが重要である。D/Dのために施工

が高額になったり、出力が予定ど おり出なかった場合、誰が責任 をとるかについて「モ」側は憂 慮

していると考えられ、上層部は納得している模様であるとしても、第 4 火力の責任者がポイントで

あり、発電所長がOKしない限り交渉が進展しないことが予想されること等のアドバイスを受けた。
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1999年6月25日11時～　在モンゴル国日本大使館

的場聡司：在モンゴル国日本大使館　二等書記官

藤本　洋：　　　　　同上　　　　　三等書記官

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田、（佐藤、大束）

調査団は在モンゴル国日本大使館を表敬し、今回調査の目的等の説明を行った。主な内容はJICA事

務所説明内容と同じである。なお、支援国会議(CG)の結果は総額320 million US$とのことであるが、

各国の内訳は未確認とのことであった。

1999年6月28日9時30分～　MOID

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

J. Battsengel: Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy,

　　　　　　　Ministry of Finance

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair works,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

T.Khishigt: Project engineer of Operation Department,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

調査団：三平、細矢、高田、秋山、山下、半田

調査団は関係機関と MOID において本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりであ

る。

　　　　

調査団から、「第４火力発電所改修計画については先の CG 会合で円借款について既にプレッジ

が行われており、日本側としても重要案件と考えている。本件D/Dについて１日も早く合意したい

と考えており、これ以上結論を先 に延ばせない。少なくとも方向 性は今回調査団で最終結論を出 し

たい。「モ」側の懸念についてはJICA事務所を通じて連絡してあり、その印象からはまだ充分理解

されていない感もありもう一度説 明をし、その上で「モ」側の要 望事項を聞きたい。」旨を「モ 」

側へ説明した。

OECFの借款とJICAとの場合のコンサルタント雇用の違いについて①OECFの場合は正確さ及び

技術面でコンサルタントは一元的に責任を負うことになるが、②JICAの場合、コンサルタントはそ

の能力を駆使して責任のある結果 を出すように調査を実施するが 、調査結果の瑕疵担保について の

法的な補償責任の免責は予め定め られている。これは、コンサル タントが単独で調査をするので は

なく「モ」側と共同で作業をし、 各過程で「モ」側の確認を得つ つ調査を進めること、最終的な 調

査結果についても「モ」側の承認 を得ているなど、モンゴル側の 意向を踏まえながら調査を進め る

ことにもよることを説明した。

また、第 1 フェーズでは「モ」側とコンサルタントが契約したのに、何故今回はコンサルタント
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はJICAと契約するのかとの「モ」側からの質問に対して、今回の協力(D/D)は資金協力ではなく技

術協力としてするためであることなどを説明した。

また、コンサルタント選定規準 及び手順についても調査団から 「モ」側へ詳細に説明するとと も

に、コンサルタント選定について 、「モ」側が直接参加出来ない が、「モ」側の要望があれば、 そ

れをコンサルタントの業務に最大限に反映させることこを説明した。さらに今回のD/D調査は、あ

くまで OECF の調達条件に合わせて調査（入札図書作成等）するものであり、今回は一般アンタイ

ドの調達条件に合致するテンダー案を作成し、金額についてもプレッジの金額を条件としてD/Dを

実施することになる。S/Vコンサルタントについては継続性からD/Dのコンサルタントと同じコン

サルタントが S/V を実施することが適切であると、OECF からも聞いている。JICA が先に D/D を

選ぶので難しい問題があることは承知しているが、日本側はS/Vに耐えるコンサルタントを選ぶこ

とでそれに対応したいと思う。「 モ」側でショートリスト作成規 準があれば予め知らせて頂きそ れ

を日本側としても考慮したい旨を説明した。

調査団からは、D/Dの規準についてはOECFのガイドラインに沿って国際入札に問題の無いよう

にし、第１フェーズで問題なけれ ば今回も同じようにできること 。また、いくらでも調査内容に つ

いて、「モ」側からコンサルタントに指示協議しながら調査を実施してもらいたいこと。D/Dの作

成規準は JIS,アメリカの規準及び ISO 等が第 1 フェーズで使われたと思うが今回も同じ予定になる

こと等を「モ」側に説明した。

「モ」側からは、今回調査は D/D と言うより B/D と言う名前が正しいのではないか。また、関

心表明を出したコンサルタント名 を知らせること等モンゴル側が 直接選定作業に加わることがで き

ないかの要望があった。「モ」側としては、本プロジェクトは金額も大きく責任も大きい、JICA を

信用していない訳ではなくプロジェクトを成功させなければならないとの説明があった。

1999年6月28日14時～　4 th Thermal power Plant

Ts.Bayarbaatar: General Director, 4th Thermal Power Plant

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田

調査団は第４発電所において、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

　

調査団は第４火力発電所長に午前中と同様の説明を行った。第 4 火力発電所からは、「厳しい時

期を非常に高いレベルの専門家等 と伴に仕事をして来て乗り越え て来た。改修についても予定通 り

工事を終えて利益を上げて行きたいと考えている。日本の協力で成果が上がっていると思っている。

しかしながら、現在実施中のプロ ジェクトでも困難が上がって来 ている。例えば加熱管の焼け付 き

や、新型のミルとの配管に亀裂が あり問題が出てきている。これ を改善するために新たに資金が 必

要である。コンサルタント選定に第 3 者が介入出来ないのは理解できたが、最終的に第 4 発電所が

責任を負い、借款を受けるのは我々なので、意見を出していきたい。また、具体的なD/D段階にお

ける入札図書の誤りの例として、 石炭の水分量についてテンダー ドキュメントに記載ミスがあっ た

が、事前にメーカー側が確認のた め分析を行ったため結果として 問題にならなかったケースがあ っ

た。」等の説明があった。

1999年6月29日9時30分～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,
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                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair works,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田

調査団はMOIDにおいて、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

調査団は、M/M案及びS/W案を提示・説明し、「モ」側の意見を聴取したい旨を説明した。

「モ」側は、本調査内容はD/Dとは言えないので、文書でD/Dの定義を提示して欲しい旨との

ことであったため、調査団としては、必要に応じM/Mに本件調査の目的とするとろがテンダー書類

作成であるということを記載して良いことを了解した。

また、「モ」側は M/M の「モ」側に調査結果の責任があること及びコンサルタント選定につい

て「モ」側が直接関与できないことは了解することは出来ないこと、並びに第 3 者が契約して、知

らない人が作ったものの責任は「 モ」側はとれない。更に、第４ 火力としては責任を負っても良 い

が、どう言う場合かハッキリさせ る必要があり、コンサルタント 選定に参加させてくれるなら良 い

が、知らない人が来て仕事をするのに責任はとれない。次官も日本の技術協力は良く知っているが、

このプロジェクトは最初の段階が大事であり、この内容で了解を得ることは難しい旨を説明した。

調査団は、コンサルタントの選定情報等を事前に知らせた場合、その選定作業に外部の介入が 生

じるとの懸念から、コンサルタン トの選定が成立しなくなる恐れ があり、「モ」側に対しては選 定

後にその結果を知らせることで理 解願いたいこと及びモンゴル側 から事前に要望書を提出して、 そ

れを十分尊重することで対応したいことを説明した。

「モ」側は、公式な書類を出せば直接そこと契約できるか質問したが、あくまで尊重するだけで、

JICA の規則に沿って選定作業を行わなければならない。モンゴル側が直接選びたいと言うならこの

調査は難しく、モンゴル側として JICA が D/D を実施することを希望しないなら本意では無いが取

りやめることも仕方ない旨を調査団は説明した。

1999年6月29日14時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田
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調査団はMOIDにおいて、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

調査団と「モ」側は、今までの 議論を繰り返した。「モ」側は 、最初の段階は無償でも、その 後

が借款であり、JICA のコンサルタント選定に「モ」側が関われないと「モ」側は調査結果の責任が

とれない。日本のコンサルタントならどこでも質の高い仕事をするとは考えているが、6月に出され

た政府の文書で実施機関が経済的 、技術的に最後まで責任をとる 必要があることが書かれている 。

「モ」側が単独でコンサルタント を決めたいと言っているのでは 無く参加したいと言っているだ け

で、結果としてコンサルタントはどこになっても良いとのことであった。

これに対し、調査団から、「モ」側は日本側がコンサルタント選定を厳正に行っていることに つ

いて信用を置けないとすれば、調査は難しい旨を申し述べた。「モ」側からは発言の真意はJICAを

信用出来ないといっている訳では なく、「モ」側の状況を理解し て欲しいとの点にある旨が述べ ら

れた

1999年6月30日10時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair works,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田

調査団はMOIDにおいて、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

調査団は昨日の協議結果に基づ いて、「モ」側の主張には一定 の理解を抱くとことであり、調 査

に支障の無いよう業務指示の内容 に「モ」側の意向を反映するこ と及びインセプションレポート 作

成時にカウンターパート研修を受け入れる可能性を検討すること等を M/M に盛り込みたい旨説 明

を行った。

これに対する「モ」側出席各機関は以下のとおりまちまちなものであった。

EA：「1999 年以降日本から 3 回の支援がされた。また、第 2 期の予備調査についても第 1 期プ

ロジェクトの円借款から資金を出して実施したほか、これまでも何回も調査がされている。第 1 フ

ェーズの成果は良好であり、第1フェーズでは良いテンダードキュメントが出されたと思っている。

このため、第 2 フェーズについて時間を浪費することなく実施したいと考えている。第 2 フェーズ

の内容は以前と同じ内容である。また、MOID の中に援助プロジェクトのチェック委員会がある 。
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その中でプロジェクトの実施機関が全面的に責任を負うように指示が出ている。M/M案ではアドバ

イスとモニター権だけが「モ」側 に与えられているように受け取 られる。これでは同意すること が

難しい。OECF の合意を得なければならないものの D/D と S/V は同じコンサルタントでなければ

いけないと考えている。「モ」側は第 1 フェーズと全く同じにやるように考えている。OECF の規

則ではプロジェクトの実施は国際入札にかけることになっている。第 2 フェーズの入札図書は第 1

フェーズの入札図書を改善すれば 出来ると思っている。だから、 調査に費やす時間を短縮するよ う

に「モ」側は考えている。「モ」側(EA)は以上の立場であり、この計画(D/D)を認めることは難 し

い。また、第１フェーズを実施したコンサルタントは 8 年間調査を実施してきており、もしそこ以

外が選ばれた場合は全面的に設備 を理解し、早く調査を実施する ことはできない。日本側のこと は

良く理解しているが、「モ」側が 日本と同様の権利を持ち公式に コンサルタント選定に参加しな け

れば、この計画は受けれない。」との主張を行った。

調査団としては、今回で最終的 な結論を出すように協議に臨ん でいる。あくまで「モ」側がコ ン

サルタント選定に関与したい意向があることは理解したが、JICA の現行規則では直接的なコンサル

タント選定への介入は認められて いないこと、この変更には相応 の時間を要する可能性がある旨 再

度説明した。

MOER：「今回は単なる技術協力では無く、借款 のプロジェクトと認識しており、「モ」側と 日

本側で新しいやり方を練り上げて行きたい」

MOID：「何らかの形で合意したと考えており、日本のコンサルタントは経験が高く、どこのコン

サルタントでもきちんと調査をしてくれると思っている。」

日本側としては、既に最大限「 モ」側に配慮しているので、「 モ」側の統一見解を出してくれ る

様に依頼した。

1999年6月30日15時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair works,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田

調査団はMOIDにおいて、本件調査について協議を行った。主な内容は以下のとおりである。

調査団は本日午前中のEA意見をもち「モ」側の統一見解としてよいか確認したとこる、MOIDか

ら同意見は「モ」側統一の意見ではないとの発言があった。また、第４火力からはD/Dの代わりに

同発電所のメンテナンス計画及び第 2 フェーズの中で新しく設置される機材の研修を実施して欲し
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い旨の提案があった。調査団からは、新規案件として全く新しく検討して行くことなら検討するが、

今回D/D調査が実施できない際の代替案件として実施する訳ではないとの説明を行った。

調査団としては、「モ」側がコ ンサルタント選定に直接参加し なければならいと主張するので あ

れば、タイムリミットもあり、プロジェクトが遅れればD/Dをグラントにする効果も無くなるので、

JICA で D/D を実施することはやめて、全く新しい将来のプロジェクトについての話をすることを

提案したところ、「モ」側は最終結論は明日決定したいと表明した。

1999年7月1日10時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Sukhen Bor: Deputy Director for Repair works,

             Implementing Agency of Mongolian Government, Energy Authority

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

J. Battsengel: Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy,

　　　　　　　Ministry of Finance

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田

再度、調査団から「モ」側へ日本側にこれ以上の代替案の無いことを説明した。

1999年7月1日17時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

J. Battsengel: Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy,

　　　　　　　Ministry of Finance

調査団：細矢、高田、秋山、山下、半田
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「モ」側は関係機関の大臣等と連絡をとり調整を行った模様であり、「モ」側から、「JICA とは

これまでも協力してきており、こ れからも協力していきたい。ま た、日本のこれまでの支援にも 感

謝している。今回のプロジェクトを実施するにあたりJICAの規則を守らなければならないことも理

解でき、「モ」側の立場も理解し てくれたと思う。従って、今回 の場合も各省とも高く評価した い

と考えている。しかしながら日本 側に理解してもらいたいことは 今回の調査は借款の入札書類を 作

るこということであり、第 4 火力及び関係機関の立場も理解願いたい。今回のプロジェクトは最終

的に利益をもたらさなければなら ない。責任の点で合意できれば 、今回の調査を実施できると考 え

るため、「モ」側の責任についてM/Mに盛り込んでもらいたい」との表明があった。

結果として、「モ」側は「モン ゴル側がコンサルタント選定に 関与することについて、モンゴ ル

側と日本側の立場が違っていたが 、モンゴル側は出来るだけコン サルタント選定に関与したい意 向

を表明した。」ことをM/Mに盛り込むことで合意した。

1999年7月2日10時～　MOID

Gungaarentsen DAMDINSUREN: Deputy Director General,

                                Integrated Policy & Strategic Planning Department,

                                Ministry of Infrastructure Development

D.Battsend: Head of Project Implementing Team, 4th Thermal Power Plant  

Lodoidambyn Nasanbuyan: Foreign Trade and Economic Cooperation Department,

                           Ministry of External Relations

J. Battsengel: Chief, Treasury Division, Department of Fiscal policy,

　　　　　　　Ministry of Finance

調査団：三平、細矢、高田、秋山、山下、半田

現在までの協議結果を踏まえて、M/M の修正を行い、最終的に連係 D/D を実施することで、

「モ」側と基本的な合意をし、M/Mに署名した。また、今後の要請書提出等についての「モ」側

の早急な対応を依頼した。

1999年7月2日15時～　在モンゴル国日本大使館

藤本　洋：在モンゴル国日本大使館　三等書記官

調査団： 細矢、（佐藤、大束）

「モ」側との協議結果を説明し、今後の協力を依頼した。

1999年7月2日17時～　JICAモンゴル事務所

四釜嘉総：JICAモンゴル事務所　所長
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調査団：三平、細矢、山下、（佐藤、大束）

「モ」側との協議結果を説明し、懸案事項として、①「本格調査実施にあたり、要請書の取り

付け、S/Wの締結及び口上書交換（同口上書において瑕疵担保責任についても記載）が必要であ

る（7 月末までに所要の手続きを完了したいが、出来る限り早急な対応としたい。）。本格調査

開始について、コンサルタント選定契約には、S/W締結後、通例約3ヶ月間を要しており、第１

次現地調査団派遣は４ヶ月後と想定される(例えば、7月末の手続き完了で、11月末または12月

からの調査団派遣予定と なる。)。従って、要 請書の取り付け等の手続 きを早急にしなければ 、

調査開始時期が遅れ、調査の成否に拘わる。また、インセプションレポート作成時に「モ」側の

参加を予定しているため、カウンターパート研修要望書(A2A3 フォーム)の取り付けも早期に必

要と考える。」、②「S/W締結については迅速な対応を必要とすることから、予備調査団または

事前調査団の派遣は省略し、要請書取り付けと同時期に JICA 事務所で対応するこことしたい。

（7月末までにJICAモンゴル事務所長名で署名することを予定したいが、出来る限り早急な対応

としたい。）」、③　「実施スケジュールについては、OECFにおいてもL/A締結に向け、実施

スケジュール再調整を行われることと思われるので、この段階で JICA 調査団の派遣との調整を

図り、齟齬のないような形としたい。」　等を説明し、今後の事務所の協力を依頼した。



第３章　モンゴル国における電力の状況
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第３章　モンゴル国における電力の状況

（モンゴル国再生可能エネルギー利用地方電力供給計画調査プログレスレポート１(1999年2月)から抜粋）

3.1　電力政策

モンゴル国は、石炭資源に比較的恵まれており、推定埋蔵量は約200億トンと見積もら

れている。その多くは原料炭であり、天然掘りを主体に経済的な生産が行われている。生

産地はツブ県バガノールを中心として全土に広く賦存している。石油資源は、旧ソ連より

格安に調達出来た事もあり、系統立った探査・開発は実施されなかったが、その埋蔵量は

約4億トンと推定されている。1996年にはアメリカ、フランス、ドイツ等の外国資本によ

りドルノゴビ県のズウンバヤン地域及びドルノド県タムサクブラグ（チョイバルサン市近

郊）にて石油探査が行われており、生産可能な石油埋蔵量が確認されている。今後、石油

製品価格が上昇すれば、本格的に生産が開始される予定である。しかしながら、生産を開

始しても全量生産量はモンゴル国のディーゼル発電機や車輌の全燃料消費量を賄う事は出

来ず、さらに自国に石油精製施設もないことから、ロシアまたは中国へ移送して精製せざ

るを得ない状況である。現在、石油製品は主としてロシア・中国からの輸入に頼っている。

一方、モンゴル国は冬期間の自然環境が厳しい事から、住民生活にとって電力エネル

ギーの安定供給は不可欠の要素である。また、市場経済下での産業開発や鉱工業開発を通

した経済発展に対しても電力エネルギーの安定供給は重要な事業と考えている。モンゴル

国の電力エネルギー政策立案の責任官庁であるインフラ開発省では下記の政策を掲げてい

る。

（１）電力系統に対して、予算措置の困難さから大規模電源開発は当分見合わせるが、国

の経済発展のため既存発電設備を改修して効率アップを図ると伴に増大する需要に

対処する。

（２）幅広く国全体に電力エネルギーを供給するために、国家予算の手当てを考慮しなが

ら送電系統の拡張を図る。

（３）環境保護対策及び外貨流出の抑制措置として、豊富で且つ固有の資源である再生可

能エネルギーの開発を促進し、クリーンエネルギーへの段階的変換を図る。

（４）エネルギー利用の効率化を図り、電力エネルギーの安定供給により電気料金の公平

的徴収の確保を図る。

3.2　電力需要

モンゴル国の電力系統は、ウランバートルを中心とした中央電力系統(CES: Central
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Electric System )、チョイバルサン市を中心とした東部電力系統(EES: East Electric

System)及びウランゴム、ホブド、ウルギィの3市を中心とした西部電力系統(WES: West

Electric System)の3電力系統により構成され、需要家に電力を供給している。これら電

力系統に属していない6県（フブスグル、ザウハン、ゴビアルタイ、ウムノゴビ、バヤン

ホンゴール、スフバートル）においては、県庁所在地に独立電源としてディーゼル発電機

を設置し電力を供給している。また、電力系統に属していない村落においては、独立分散

型電源装置として旧ソ連より援助された旧式ディーゼル発電機及び昨年より日本の無償資

金協力により贈与された新型ディーゼル発電機により電力供給を行っている。

モンゴル国の電力需要は、概して鉱業、鉱業、商業等の産業用需要と一般家庭用需要

とに分類される。中央電力系統、東部電力系統及び西部電力系統によって電力供給が可能

な地域に於いては、産業用需要と一般家庭用需要とも、電力供給に必要な最低限度の施設

が整備されているが、1990年の民主化後、燃料費の高騰、地域経済活動の低迷により

徐々に電力需要が減少し、1993年には国営企業の民営化に影響されて経済は停滞し、電

力需要は底部に達した。その後、カシミヤ産業や鉱業の開発等により経済活動が活発化し、

電力需要はプラスに転じ、現在は徐々に増加している状態にある。中央電力系統の最大の

需要家はエルデネット市にある銅鉱山であるが、銅相場が低迷している現在は需要の伸び

も停滞している。一方、都市部の一般需要家に於いては、住宅電化の高度化や産業開発等

で電力需要は着実に伸びている。

中央電力系統の電力需要実績

Item 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

1 Installed Capacity(MW) 689.5 779.5 779.5 777.5 777.5 777.5 777.5 777.5

2 Avail Max Power Output(MW) 441 500 500 499 499 499 499 523

3 Avail Max Power Gen.(GWh) 3,382 3,824 3,824 3,814 3,814 3,814 3,814 4,087

4 Gross Generation(GWh) 3,348 2,722 2,612 2,481 2,523 2,628 2,614 2,720

5 Station Use(GWh) 534 626 525 552 562 598 579 608

6 Net Generation(GWh) 2,814 2,096 2,087 1,929 1,961 2,030 2,035 2,112

7 Energy Import(GWh) 228 84 99 198 215 381 383 376

8 Energy Export(GWh) 76 33 68 53 60 28 69 42

9 Net Supply(GWh) 3,253 2,147 2,118 2,074 2,116 2,507 2,515 2,589

10 Peak Demand(MW) 590 524 491 468 485 477 488 506

上記の中央電力系統同様に、電力系統との連係がない独自発電システムを有する6県

（フブスグル、ザウハン、ゴビアルタイ、ウムノゴビ、バヤンホンゴール、スフバート

ル）に於いても、民主化後から1994年までは電力需要も落ち込んでいたが、此処2～3年は
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徐々に増加しており、設備の老朽化もあり近い将来には供給能力限度に到達するものと予

想される。

各県毎の電力需要実績

1993 1994 1995 1996 1997

Aimag Installed Avail. Peak Avail. Peak Avail. Peak Avail. Peak Avail. Peak

(MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW) (MW)

1 Ulaangon 9.2 7.1 3.3 7.1 3.3 7.1 - 7.1 - 7.1 -

2 Ulgii 5.52 8.0 2.6 8.0 2.3 8.0 2.1 8.0 2.0 8.0 -

3 Khovd 12.9 9.2 3.4 9.2 3.3 9.2 3.4 9.2 3.0 9.2 -

4 Uliastai 11.04 7.1 3.0 7.1 3.0 7.1 3.1 7.1 3.0 7.7 2.8

5 Altai 11.01 7.1 2.9 7.1 2.5 7.1 2.4 7.1 2.4 8.3 2.5

6 Murun 11.7 7.8 3.2 7.8 3.2 7.8 3.0 7.8 3.0 9.0 2.8

7 Bayanhongor 8.25 5.1 2.5 5.1 2.9 5.1 2.8 5.1 2.6 6.3 2.4

8 Dalanzadgad 8.96 6.2 1.9 6.2 1.9 6.2 2.0 6.2 2.0 6.8 2.3

9 Mandalgobi 4.8 3.6 2.4 3.6 2.5 3.6 - 3.6 - 3.6 -

10 Undurkhaan 6.4 4.8 2.6 4.8 2.4 4.8 2.5 4.8 - 4.8 -

11 Baruun-Urt 6.4 5.3 3.0 5.3 2.5 5.3 2.3 5.3 2.0 5.3 2.1

12 Choibalsan 36 21.6 13.3 21.6 13.3 21.6 - 21.6 - 21.6 -

3.3　電力設備の概要

3.3.1　発電設備

モンゴル国の独立したソム・センターを除く発電設備は、インフラ開発省の組織下に

あるエネルギー管理庁が運営・管理している。主要発電設備は大型石炭燃焼火力発電所

(6ヶ所)、中型ディーゼル発電所(11ヶ所)及び中小水力発電所(5ヶ所)により構成されて

いる。電力系統への電力供給の中心は5ヶ所の大型石炭燃焼火力発電所であり、中央電

力系統のピーク電力を除く全電力はこれらの火力発電所から供給されている。西部電力

系統にある中型ディーゼル発電所は非常時の予備電源として使用されている。中小水力

発電所は県庁所在地または発電所付近の村落への電力供給のために設置されている。

発電設備の概要

総発電設備容量（村落ディーゼル発電設備は含まず）    767.96MW

発電所数（県庁所在地のディーゼル発電設備を含む）        23ヶ所

可能最大発電容量（村落ディーゼル発電設備は含まず）  716.88MW

3.3.1.1　火力発電所

モンゴル国の既存発電設備は、石炭資源（推定埋蔵量は約200億トンといわれてい

る）に恵まれている関係から、石炭火力発電設備を主体にしている。既設火力発電所は
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全て電力系統のベース負荷をとる様に設計されており、中央電力系統に５ヶ所、東部電

力系統に１ヶ所の計６ヶ所の火力発電所より送電系統を通して需要家へ電力供給が行わ

れている。また、火力発電所からは地域暖房・給湯用熱供給が行われている。各電力系

統における火力発電所の設備容量及び可能発電量は以下のとおり。

中央電力系統に於ける火力発電所の設備容量及び可能発電容量

Name of P/S Unit Inst. Capa. Avail. Capa. Total Capa. Total Avail.

1 Ulaanbaatar NO.2 Thermal P/S 1 12.0MW 10.4MW 12.0MW 10.4MW

1 6.0MW 4.0MW 6.0MW 4.0MW

18.0MW 14.4MW

2 Ulaanbaatar No.3 Thermal P/S 3 12.0MW 7.3MW 36.0MW 21.9MW

3 25.0MW 21.0MW 75.0MW 63.0MW

111.0MW 84.9MW

3 Ulaanbaatar No.4 Thermal P/S 3 80.0MW 69.0MW 240.0MW 207.0MW

3 100.0MW 95.0MW 300.0MW 285.0MW

540.0MW 492.0MW

4 Darkhan 4 12.0MW 6.0MW 48.0MW 24.0MW

48.0MW 24.0MW

5 Erdenet 3 12.0MW 6.0MW 36.0MW 18.0MW

36.0MW 18.0MW

東部電力系統に於ける火力発電所の設備容量及び可能発電容量

Name of P/S Unit Inst. Capa. Avail. Capa. Total Capa. Total Avail.

1 Choibalsan Coal Thermal P/S 3 12.0MW 2.4MW 36.0MW 7.2MW

2 Choibalsan Gas Turbine P/S 1 2.5MW 2.0MW 2.5MW 2.0MW

38.5MW 9.2MW

3.3.1.2　水力発電所

既存水力発電所は、山岳・森林の多い中央部や北西部に5ヶ所建設され、一部補修が

必要なものの現在も順調に稼働中である。既存水力発電所の多くは農業用水路に建設さ

れており、そのため設備容量は小さく系統需要を賄う容量は持っていない。また、大半

の発電所は冬期間において河川が凍結するので期間限定運転を強いられ稼働効率が極め

て悪い状態である。これら発電機器・材料は全て外国より輸入品である。既存水力発電

所の概要は以下のとおり。

既存水力発電所の概要

Name of P/S Unit No.x Operation Comletion Generation Present Manufactur Remarks

(Aimag name) Capacity Time Condition country

1 Kharhorin 2x264kW Summer 1959 0.5GWh 1-unit only China Headrace

(Uburkhangai) only operation repaire
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2 Chigge 2x100kW Summer 1984 0.4GWh Good Vietnum OK

(selenge) only

3 Bogd 2x1,000kW Summer 1997 6.0GWh Good China Intake

(Zabkhan) only Repaire

4 Mankhan 2x75kW All the 1998 0.5GWh Good China OK

(Khovd) year

5 Guulin 2x100kW Summer 1997 0.8GWh Good China OK

(Bayanhongor) only

上記の１の発電所を除き、その他の水力発電所は比較的新しいものであり、冬期間の

河川凍結による運転停止を考慮しても順調に電力エネルギーを供給していると言える。発

生電力は主として近隣の村落又は県庁所在地へ供給している。また、電力系統に連係して

いる水力発電所もあるが、周波数調整は不可能である。

3.3.1.3　ディーゼル発電所

既存ディーゼル発電所は、非常用予備電源として西部電力系統(WES)の県庁所在地

（アイマグ・センター）及び電力系統から離れた県庁所在地の独立電源として建設され

ている。全ての県庁所在地にあるディーゼル発電機は、旧ロシア製またはチェコ製であ

り、発電設備の老朽化及びスペアーパーツの入手難、さらには発電機効率の低下により

発電所全体の運転状況は劣悪であり、燃料の高騰と相俟って電力供給事業運営の経済性

維持にも困難さが増している状態である。

3.3.2　送電設備

既存送電設備は、220kV、110kV及び35kV送電システムによって構成されている。

送電系統は分離した３つの系統、即ち(1) 中央電力系統(ECS: Central Electric System)、

(2)西部電力系統(WES: West Electric System)、(3)東部電力系統(EES: East Electric

System)、により構成されている。各電力系統は現在のところ、連係されておらず単独

運転を強いられている。中央電力系統と西部電力系統はそれぞれ極東ロシア電力系統と

連係している。中央電力系統は現在のところ、ロシアと電力融通を行っている。中央及

び西部電力系統はエネルギー管理庁にある給電司令所(LDC: Load Dispatching Center)

において管理されている。既存送電設備の中、220kV送電線は全て四角鉄塔を使用し、

110kV送電線は四角鉄塔と鋼管コンクリート柱の混在使用を行っている。両送電線共に

架空地線付配列である。35kV送電線は建設費を低く抑えるために木柱を上部に使用し、

地中埋設部分は四角コンクリート柱を打設して鉄線にて結合して使用しており、柱上部
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に架空地線を装柱しない。ただし、一部区間においては旧ソ連が建設した35kV送電線

は鋼管コンクリート柱を使用し、架空地線が付いている。220kV及び110kV送電システ

ムは、変圧器中性点において、直接設置方式にて運転している。35kV送電システムは、

誘導障害を考慮して非接地方式を採用している。使用碍子はガラス碍子で、電線は

ACSRである。

3.3.2.1 中央電力系統

中央電力系統は、中央部の主要３都市（ウランバートル、ダルハン、エルデネッ

ト）と周辺８県に電力を供給する基幹電力系統である。極東ロシア電力系統とはモン

ゴル国側変電所Darkhanよりロシア側変電所Selendumまで220kV送電線２回線で連係

している。水力発電所によるピーク電力供給が出来ないため、ピーク電力が不足の時

はロシアより輸入し、逆に火力の軽負荷運転対策として深夜の余剰電力をロシアに輸

出している。電力の付加価値の違いにより、大幅な輸入超過となっており、支払いに

相当な困難が生じている。系統の定格周波数はモンゴル・ロシアとも50Hzである。

中央電力系統の概要

Voltage Total Line Conductor Size S/S No. Total S/S Capa.

1 220kV 1,043km 240-400mm2 5 S/S 708MVA

2 110kV 2,647km 70-240mm2 52 S/S 2,080MVA

3  35kV 3,417km 50-120mm2 155 S/S 380MVA

3.3.2.2　西部電力系統(WES: West Electric System)

西部電力系統は、西北部の主要３県庁所在地（ウランゴン、ホブド、ウルギィ）と

その周辺村落に電力を供給する電力系統である。極東ロシア電力系統とはモンゴル国

側変電所Ulaangomよりロシア側変電所Chadanまで220kV送電線２回線で連係して

いる。西部電力系統には、大規模発電所が施設されていないため、通常は系統需要に

見合った電力を全面的にロシアからの輸入に頼っている。事故・故障による系統停止

状態が生じた場合には緊急措置として各県庁所在地に施設してあるディーゼル発電機

を運転し、非常時対応をしている。系統の定格周波数はモンゴル・ロシアとも50Hz

である。

西部電力系統の概要

Voltage Total Line Conductor Size S/S No. Total S/S Capa.

1 220kV 101km 240-400mm2 1 S/S 150MVA
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2 110kV 375km 70-240mm2 4 S/S 131MVA

3  35kV 104km 50-120mm2 3 S/S    6MVA

3.3.2.3　東部電力系統(EES: East Electric System)

東部電力系統は、東部ドルノド県の県庁所在地（チョイバルサン）とその周辺村落

に電力を供給する電力系統である。極東ロシア電力系統からはロシア側変電所

Kharunuurよりモンゴル国側変電所Mardaiまで220kV送電線２回線で送電している

が、主としてウラン鉱山の電力需要を賄うために送電している。この220kV送電線は

チョイバルサンを中心とした東部電力系統とは現在のところ連係していない。系統の

定格周波数はモンゴル・ロシアとも50Hzである。

東部電力系統の概要

Voltage Total Line Conductor Size S/S No. Total S/S Capa.

1 35kV 155.2km 50-120mm2 2 S/S 40MVA

3.4　改修計画

3.4.1　火力発電所

既存火力発電所は運転開始年代が旧く老朽化してるため、各国援助機関により改修計

画の実施が進められている。また、ボイラー・タービン発電機改修の実施を予定してい

る火力発電所もある。

火力発電所改修計画

Rehabilitated Thermal P/S Finance Rehabili. Time Total Cost

1 Choibalsan Coal Thermal P/S ADB Sep. 1998-Mar. 2000 30 M.US$

2 Ulaanbaatar Coal Thermal P/S No.3 ADB Sep. 1998-Mar. 2000 30 M.US$

3 Ulaanbaatar Coal Thermal P/S No.4 OECF Sep. 1998-Mar. 2000 Unsettled

3.4.2　水力発電所

大規模水力発電所は開発されていないが、小規模水力発電所は数カ所において建設さ

れている。１ヶ所を除いて比較的最近に建設された発電所であるので、機器の大改修は

必要としていない。また、大半の既設発電所が冬期間の河川凍結により運転停止に追い

込まれるため、この期間を利用して機器・設備の点検・整備を行っている。このため、

水力発電所の夏期間の運転状況は良好である。一方、土木施設に一部改修が必要で年度

予算を確保して毎年細々と改修しているが、事故・災害による被害が相次ぎ、改修-被害
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の繰り返し続いており、これを断ち切るためには抜本的改修工事が必要な状況にある。

水力発電所改修計画

Rehabilotated

Mini-HEPP

Aimag Name Completion Year Required Rehabilitation

work

Finance Rehabilitatio

n time

1 Kharhorin

  Mini-HEPP

Uburukhangai 1959 Intake Channel and 1-

Water Turbine

Government

Budget

Every Year

Step by Step

2 Bogd

  Mini-HEPP

Zabkhan 1997 Intake Structure and

Irrigation Channel

Government

Budget

Every Year

Step by step

3.4.3　ディーゼル発電所

地方の電力供給源としてディーゼル発電所は、地方の社会基盤の柱として重要な位置

を占めていることから外国援助機関により徐々に改修整備がおこなわれている。

3.4.4　送電設備

送電設備の長期的展望にたった改修計画は現在のところ立案されていない。事故・

故障時に修復するのが限度の状態である。送電線においては鉄塔のメッキ補修、クラ

ンプの取り替え、破損碍子の取り替え等各種補修工事があるが、予算の都合で実施に

至っていない。変電設備も老朽化による性能低下、油の劣化、電力損失の増大等々

多々改修の必要性はあるが、これらについても総合的な改修計画は未だ立案されてい

ない。

電力系統から電力供給を受けていない独立分散した県における送電線の改修につい

ては、県が年度ごとに政府に対して改修計画を提出して県の変電所（エネルギー庁傘

下）が独自に改修をおこなっている。

3.5　開発計画

3.5.1　発電設備

モンゴル国政府は、実施予算措置や石炭購入資金手当ての困難性及び環境保護法の順

守等を考慮して新規石炭燃焼火力発電所の建設には消極的である。従って、ADB等の提

言があるにも拘わらず、その実施は困難な状況にあり、一部は開発計画を断念している。

一方、インフラ開発省は、年々増大する電力需要に対するため及び電気の質の改善を推

進するためには、新鋭火力発電所の建設は必要であると考えている。これらの事情によ

り、インフラ開発省は資金手当の出来る範囲内での新鋭火力発電所の建設による増強を
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模索せざるを得ない状況にある。ただし、開発にあたっては昨年に環境保護法が制定さ

れたので、法規制に適合した計画にする必要がある。

水力開発公社の資料によれば、全国に大小併せて河川が3,800有り、その総延長は約

65,000kmである。特に、北部及び北西部の森林地帯を中心として、更に東部ドルノド

県の山岳地帯を含めて12県に渡り水力発電所のポテンシャルがあることが判明している。

この資料よれば、開発可能なヶ所は合計76ヶ所有り、1,793MWの容量が得られると考

えられている。この中、10ヶ所については現在計画中である。

火力発電所開発計画

Name of developed P/S Capacity Present Condition Finence Total Cost

1 Choir Coal Fired

  Thermal P/S

100MW Survey & Pre-F/S Request to foreign

donor

Unfixed

2 East Ulaanbaatar

  Geo-Thermal P/S

Not yet decided Not yet surveyed Not yet requested Unfixed

3 Combined Cycle

  Thermal P/S

Not yet decided Under Planning Not yet requested Unfixed

3.5.2　送電設備

モンゴル国は国土が広く人口密度が低いため、送電線を長距離延長せざるを得ない状

況にある。しかし、長距離送電を行えば安定度を低下させ、損失も増大する。また、売

電電力量に対する経済性も悪化させる。このため、超高圧送電線の延長は県庁所在地と

現在の系統間を行い、それと平行して電源分散化を考えている。送電網開発計画は単独

ではフィージブルでないので外国資金の投資が困難なため、政府予算により開発を行っ

ている。送電系統より村落への送電距離は少なくとも年間４～５ヶ所を政府予算にて実

施する予定である。



第４章　ウランバートル第4火力発電所の概要
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第４章　ウランバ－トル第４火力発電所の概要

4.1　設備概要および現況

ウランバ－トル第４火力発電所は、石炭焚きボイラ－８台と蒸気タ－ビン発電機６台からなる、

全定格発電量 540 ＭＷのモンゴル最大の発電所である。モンゴル全体の電力の約７０パ－セント、

またウランバ－トル市内の暖房用等温水供給の約６０パ－セントを発生する熱併給発電所でもあ

る。通常冬期には 280～310 ＭＷ、冬期以外は 200～240 ＭＷを発電しており、最近ではこのよ

うなレベルを推移している。ボイラ－の燃料は石炭を使用しており、石炭はウランバ－トルの東

北東約 200km にある、バガヌ－ル炭鉱（露天掘り）より毎日貨車で輸送されている。

この発電所はモンゴルの他の発電所と同じように、すべて旧ソ連の援助により建設されたもの

で、1983 年に最初のボイラ－、タ－ビンが運転を開始した。そして 1991 年には全設備が完成し

た。しかしながら完成とほぼ同じ時期にソ連邦の崩壊があり、それに伴うロシア人技術者の撤退

や、ロシアからの援助協力の途絶による部品供給の停止などにより、第４火力発電所は運転・保

守管理面で一時混乱し、安定操業の維持に支障をきたした。このような事態に対して、わが国か

らただちに緊急援助が行われ、1992 年より本格的に第１次および第２次無償援助が実施された。

またこれに平行して 1996 年から JICA 長期専門家が派遣され、設備の改修や環境保全対策および

運転、保守管理の指導、助言が、ハ－ド、ソフト両面から引き続き実施されている。

現在では、以前のようなウランバ－トル市民の生活に影響を及ぼすような、停電の続発や暖房

用温水の停止といった深刻な状態は発生していないが、発電所内の各機器の老朽化は進んでおり、

本格的な対策として、主要設備に対する改修プロジェクト（第１期）がボイラ－８台のうち４台

について、1997 年より円借款により実施されている。この第１期工事は、1999 年半ばに完成の予

定であるが、引き続き残り４台のボイラ－に対して、第２期のプロジェクトが予定されている。

第４発電所のボイラ－およびタ－ビン設備の主な仕様を記載すると、次の通りである。

〔ボイラ－設備〕

　　型　式　　　　　　水管式屋内型ボイラ－

　　製作者　　　　　　旧ソ連製

　　台　数　　　　　　８台

　　蒸発量　　　　　　420 t/h

　　蒸気圧力　(SHO) 　140 kg/cm2g

　　蒸気温度　(SHO) 　560 ℃

　　燃　料　　　　　　微粉炭（褐炭）

　　燃焼方式　　　　　コ－ナ－燃焼方式（1B-4B:直接燃焼式）

　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　（5B-8B:貯蔵　〃　）

　　通風方式　　　　　平衡通風

　　微粉炭機　　　　　1B-4B:竪型バウルミル　　ボイラ－１台につき４台



62

　　　　　　　　　　　5B-8B:横型チュ－ブミル　ボイラ－１台につき２台

〔タ－ビン設備〕

　　型　式　　　　　　復水型タ－ビン

　　製作者　　　　　　旧ソ連製

　　台　数　　　　　　６台

　　発電量　　　　　　1T, 5T & 6T : 80 ＭＷ

　　　　　　　　　　　2T, 3T & 4T :100 ＭＷ

　　蒸気圧力　　　　　130 kg/cm2g

　　蒸気温度　　　　　555 ℃

　　復水器冷却水　　　冷却塔方式

4.2　第１フェ－ズ改修事業の概要

ウランバ－トルを含む中央地域へ供給される熱および電力の、更なる安定供給の確立を図るた

め、第４発電所の1B から 4B の直接燃焼方式への転換、自動制御システムの機能回復を主体とし

た改修および関連附属設備のリハビリを目的として、1997 年より第１フェ－ズ改修事業としてス

タ－トした。作業日程は、予想を上回る大形の地中埋設基礎コンクリ－トの撤去に手間どり、当

初予定より若干遅れたが、本年７月には工事完了の予定である。

第１フェ－ズ改修の事業内容としては、次の通りである。

　パッケ－ジ No.1：1B～4B の微粉炭燃焼システムを直接燃焼方式に改造

　　　　　　　　・竪型ミルおよび同モ－タ－新替え

　　　　　　　　・石炭秤量装置の新替え

　　　　　　　　・一次通風機および同モ－タ－新替え

　　　　　　　　・微粉炭供給管新替え

　　　　　　　　・附属計器および制御装置新替え

　パッケ－ジ No.2：1B～4B の計測・制御装置の改修

　　　　　　　　・計器盤、操作盤(CRT 付) 新替え

　　　　　　　　・制御用電動弁および制御弁等新替え

　　　　　　　　・薬液注入制御システム新設

　　　　　　　　・連続ブロ－制御システム新設

　　　　　　　　・デ－タ－処理装置新設

　　　　　　　　・運転操作トレ－ニングシュミレ－タ－新設

　パッケ－ジ No.3：火炉管（一部）、過熱器管（高温部）の新替え

4.3　第２フェ－ズ改修事業の概要

既に実施中の第１フェ－ズに引き続き、未着手の 5B～8B に対して、モンゴル側からの要請に

基づき円借款により同様の方法で実施するもので、既に本年６月にプレッジが行われた。工事完

了は 2003 年の予定である。この改修計画第２フェ－ズに関する実施設計は JICA の技術協力によ
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り行われる予定である。

第２フェ－ズ改修の事業内容としては、第１フェ－ズとほぼ同様であるが、新たに外貨分とし

ての変更、追加の部分もある。

また、各対象機器の範囲及び内容は第１次現地調査時に「モ」側と詳細に確認する必要がある

が、概ね次のとおりである

　パッケ－ジ No.1：「5B～8B の微粉炭燃焼システムを直接燃焼方式に改造」について

　　　　　　　　《第１フェ－ズと基本的に同内容》

　パッケ－ジ No.2：「5B～8B の計測・制御装置の改修」について

　　　　　　　　《第１フェ－ズと次の点が変わる》

　　　　　　　　①第１フェ－ズに含まれて第２フェ－ズに含まれないもの

　　　　　　　　　・運転操作トレ－ニングシュミレ－タ－

　　　　　　　　　・制御弁の一部（蒸気温度、給水）※第１フェ－ズにて 1B～8B 分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は既に供給済み

　　　　　　　　　・薬液注入制御システム※

　　　　　　　　　・連続ブロ－制御システム※

　　　　　　　　②第１フェ－ズに含まれていないが第２フェ－ズに含まれているもの

　　　　　　　　　・炉内輝度監視装置（モンゴル側より 1B～8B の新替え要求の情報あり）

　　　　　　　　　・補助蒸気減圧減温制御システム（モンゴル側より要求の情報あり）

　　　　　　　　　　　140/13k 系統　X  4 (各 150t/h 容量）

　　　　　　　　　　　140/16k 系統　X  2 (各 250t/h 容量）

　パッケ－ジ No.3：「火炉管（一部）、過熱器管（高温部）の新替え」について

　　　　　　　　・節炭器管、過熱器管の新替えに変更

　その他：① 1G～4G の励磁機および附属装置一式の新替え（今回追加）

　　　　　②据付け工事（撤去含む）が外貨分手配に変更

　　　　　　（微粉炭燃焼システム、制御装置、ボイラー管、励磁装置等の取替・改良など）

　なお、内貨分のみの事業内容としては IDF,GRF,FDF 及び環境保護装置等の改良がある。









第５章　現場調査の状況 　　　　　　　　　　
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第５章　現場調査の状況

第４火力発電所は、ウランバ－トル市中心部から西方へ約 10km の地点にある。ウランバ

－トル市の周囲には標高差 500-700m の山々が東西に長く延びており、それが細長い盆地を形

成している。この盆地の中に市街地、ゲル集 落、工場群があり、少し離れた地点に第４発 電

所がある。これらは、すべて東西約 20km の平坦部に点在している。

第４発電所で一際目に付くのは、高さ 250m のコンクリ－ト製集合煙突である。ボイラ－

８台分の燃焼ガスを１本の煙突から排出して いるので直径も大きく、発電所内から見上げ て

もそれ程高いという実感はわかないが、遠く 離れて眺めるとその高さは突出していること が

よく分かる。特記すべきことは、煙突から出 た煙が周囲の山を掠めるように飛び越えて流 れ

ているのがよく見える。ウランバ－トル市街 地を囲む盆地の中を吹く風の流れは複雑で、 上

空 300-400m の高さを境にして逆転することがよくある。その上方では北東の風が年間を通し

てよく吹くが、下方ではそのような時には東 風になる場合が多い。第４発電所からの排煙 は

上空の北東からの気流に乗ることが多く、市 内への排煙の影響は概て少ない。特に、冬期 に

問題になる市内を覆うような煤煙は、各ゲル から一斉に排出される石炭スト－ブの煙によ る

場合が多い。もちろん煙突が低い、本格的な 集塵装置を持っていない第２、第３発電所か ら

の排煙も影響しているものと考える。

第４発電所自体は 1991 年以来、多くの無償、有償援助や JICA 専門家派遣等今まで多くの

日本の援助により、設備の改修、環境面の改 善、所員の意識改革にはじまる安定操業の確 立

など、ここ数年のうちにそれらの効果を高め ており、モンゴル中央地域の各種産業やウラ ン

バ－トル市民の生活に対し、エネルギ－供給 面で影響を及ぼすようなことは大幅に低減さ れ

つつある。

今までミルの事故発生率が高く、発電所の安定運転を阻害してきたが、それ以外にも機器

の磨滅による微粉炭の噴き出しで所内の職場 環境をも低下させてきた微粉炭燃焼システム 、

設備の老朽化で作動不良をきたしていた各種 自動制御システム、さらには噴破、破断した と

きに欠乏していたボイラ－チュ－ブの補充等について、円借款プロジェクト（第１フェ－ズ）

により、従来の旧ソ連製のものに代わり最新 型の機器に置き換えられ、この問題は解決し て

いる。しかしながら、これらの機器は８台あ るボイラ－のうち４台のみであり、残りの４ 台

についても、第２フェ－ズとして各対策を早 期に実施する必要がある。この場合、日本側 が

手配する機器の据付工事は、業務の確実な指 示依頼が行われ工事が円滑に進捗するよう日 本

側で手配すること、また老朽化が特に進んで いる発電機附属励磁機システムを新替えする こ

とが望ましい。
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さらに市内の全停電につながる事故の原因に、高圧電気系統の遮断機の老朽化による誤動

作のためトリップしたり、高圧送電ケ－ブル の被覆劣化による短絡火災事故等がある。ま た

停電に至らないが、その一歩前の事故も発生 している。これはボイラ－給水処理装置の劣 化

および給水処理薬品の不足に起因するボイラ －水管、節炭器管の噴破事故であるが最近多 発

の傾向にある。この他、発電所の安定操業を 維持するために、常識を上回る速度で進んで い

る機器の劣化について、広範囲に調査を行い その進捗状況を的確に把握し、対策を講ずる こ

とが肝要である。この点は老朽化と対策の繰 り返しで際限が無くなる可能性もあるが、本 格

調査の際の十分留意すべき点と考える。



第６章　　そ　の　他
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第６章　その他

前述のとおり、鉱工業プロジェクト形成基礎調査を 1999 年 5 月及び同年 6 月の２回にわたって

実施し、モンゴル国政府の基本的合意を得た。

その後、モンゴル国政府から本件調査に関する要請書が1999 年 8 月に提出され、引き続き、在

モンゴル日本大使館とモンゴル国政府において口上書が手交された。これを受けて、JICA モンゴ

ル事務所長とモンゴル国側とにおいて、1999 年 9 月 6 日に S/W が締結された。
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